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１．本論文の目的と分析の枠組み 
 本論文の目的は、日本の第二次世界大戦後の民主主義体制下の生活改善運動を担った女性
の活動と 1970 年代の韓国軍政下のセマウル（新しい村）運動前後の生活改善のための女性の
活動とを比較し、農村女性の自立にとってどのような活動と学習が必要とされたのかについ
て究明することにある。 
韓国のセマウル運動は、軍事政権の支持基盤形成や長期独裁政権の維持を目標とした女性
に対する教育活動であったが、これらの制約を克服し、女性は学習活動を通じて自らの力で
自立を果たし、また相当数の女性起業活動家を輩出した。一方、日本の生活改善運動も農村
の民主化、自主的農民育成のための政府主導型の運動であったが、韓国とは異なり、民主政
権下で行われた。その学習の過程で、日本の女性たちは夫を含む男性からの自立だけでなく、
農村家庭の改善とともに起業活動を展開し、経済的自立を達成するなどした。このように、
両運動は異なる国家的・政治的背景を持ちながらも、農村女性が自立に向かったという点に
おいて共通している。また、いずれも実学的考え方の影響を強く受けており、それを下敷き
として運動が展開されたが、活動・学習はその柱をなすものであった。 
論者はこうした点を踏まえ、女性たちがどのような学習活動により自立していったのかと
いう観点から、特に経済的自立に焦点を置いて、両運動の類似点を明らかにしようとした。
両国の農村女性たちは、それまで無賃金・無権利の労働者として男性に依存して生きてきた、
いわば受動的な存在であった。しかし、国家事業によるものではあったが、両運動の学習活
動の中で、女性は政策的にも実践的にも主体性を持つ存在として位置づけられるようになっ
た。こうした過程において、女性は社会の変化に適応するための知識・技術だけではなく、
自らが責任を持って決定し、自ら学習するという自己教育の力をつけた点に本研究は着目し
ている。 
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以上述べたように、本論文の研究課題は、女性の自立と学習という視点に立ち、実学的考
え方を土台とした日本の生活改善運動の形成過程及び韓国のセマウル運動の形成過程を検討
し、女性たちが両運動における学習活動を通じてどのように変化し、どのような「学び」が
実現できたか、その内実を明らかにするとともに、自立を促進した両国の運動と学習の在り
方を究明することにある。換言すれば、両体制下において実現した、農村女性の自立及び活
動・学習の共通点・相違点を論じることによって、農村女性の自立に必要な活動・学習を浮
き彫りにすることを研究課題としている。それは、女性の持続可能な自己成長や自己啓発、
すなわち女性の自立の実現を捉える上で大きな意味を持つものと考えられる。 
以上の課題を明らかにするため、本論文では以下の「考察の枠組み」を設定している。 
（1）戦後の生活改善運動の形成と展開を明らかにするため、その前提として江戸期から明治
期にかけての実学及び 1920 年代から 1940 年代前期の生活改善運動にみられる普及活動、戦
後の日本のモデルとなったアメリカの普及事業の理念と特徴を明らかにする。これらを踏ま
え、生活改善運動の時期別の展開過程及び活動内容を考察する。 
（2）日本における農村女性の自立、特に経済的自立について明らかにするため、生活改善の
実践活動、生活改良普及員及び「生活改善グループ」の実態について考察する。そして生活
改善グループを母体とする今日の女性起業活動について、その事例を検討する。 
（3）セマウル運動の形成と展開を明らかにするため、その前提として韓国の近世以降の「実
学」と開化思想に表れた教育的特徴について検討する。これらを踏まえ、1970 年代以降の農
村振興運動の推進体制、女性教育政策を考察する。 
（4）韓国における農村女性の自立過程を明らかにするため、朝鮮戦争以前から行われた生活
改善における実践活動、セマウル婦女指導者及び「セマウル婦女会」について考察する。さ
らには、セマウル運動を受け継いだ今日の女性起業活動について、その事例を検討する。 
 
 
 ２．本論文の構成 
本論文の構成は以下の通りである。 
序章 
１．本研究の目的と考察の枠組み 
２．用語の整理及び概念の定義 
３．先行研究の検討 
４．本論文の構成と概要 
第 1章 日本における生活改善運動の形成と展開 
はじめに 
第１節 「実学」と戦前の生活改善運動における普及啓蒙活動 
第１項 「実学」と意識改革 
第２項 「実学」の普及教育的要素 
第３項 戦前の生活改善運動 
第 2節 アメリカと日本の生活改善普及事業 
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第１項 生活改善普及事業の発足背景と意義 
第 2項 女性指導者の普及教育活動 
第 3項 生活改善普及事業の両国比較 
第 3節 戦後の生活改善運動の展開 
第１項 戦前の生活改善運動から戦後の生活改善普及事業へ 
第 2項 生活改善普及事業とその活動内容 
まとめ 
第２章 農村女性の学習活動と自立 
はじめに 
第１節 今和次郎と生活論 
第１項 生活改善を期待した人々と生活論 
第２項 今和次郎の生活論 
第 3項 生活教育者の生活改良普及員 
第４項 女性の自立と課題 
第２節 農村女性の学習活動 
第１項 教育的支援者の必要性 
第２項 女性指導者教育 
第３項 指導者教育終了後の研修活動 
第３節 「生活改善グループ」の活動 
第１項 戦前の女性組織 
第２項 「生活改善グループ」の趣旨と活動 
第３項 女性組織を媒介とした生活改良普及員と農村女性教育 
第４項 女性の組織活動と自立 
第５項 「生活改善グループ」の活動の教育性 
第４節 千葉県長生地区における生活改善運動と農村女性の自立 
－「アグリライフ長生」を中心に― 
第１項 千葉県長生地区の特徴 
第２項 千葉県長生地区における生活改善運動と女性起業活動 
第３項 「アグリライフ長生」の起業活動と農村女性の自立 
第４項 女性起業活動の課題 
まとめ 
第３章 韓国におけるセマウル運動の形成と展開 
はじめに 
第１節 「実学」における普及啓蒙活動 
第１項 「実学」と意識改革 
第２項 「実学」の普及教育的要素 
第３項 「実学」から開化思想へ 
第４項 安昌浩の生活改善活動 
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第２節 農村振興運動と女性教育 
第１項 農村振興運動とセマウル運動 
第２項 農村振興運動の展開 
第 3項 農村振興運動と女性教育 
第 4項 「朝鮮金融組合婦人会」の組織活動と学習活動 
第３節 軍事政権下におけるセマウル運動の成立 
第１項 セマウル運動の展開過程 
第２項 軍事政府と重農政策 
第３項 軍事政府とキリスト教政策 
第４項 セマウル運動とその活動内容 
まとめ 
第４章 農村女性の学習活動と自立 
はじめに 
第１節 金容基と高凰京の生活教育 
第１項 高凰京の生活教育 
第２項 金容基の生活教育 
第３項 金容基と賀川豊彦 
第 2節 農村女性の学習活動 
第１項 新しい指導者の出現と教育 
第 2項 研修活動 
第３項 学習活動の意義と限界 
第 3節 「セマウル婦女会」の活動 
第１項 設立と活動内容 
第２項 女性組織を媒介としたセマウル婦女指導者と農村女性教育 
第３項 女性の組織活動と自立 
第４項 「セマウル婦女会」の活動の教育性 
第４節 慶尚北道義城都における生活改善事業と農村女性の自立 
    ―「ガウルビッゴウン」を中心に― 
第１項 慶尚北道義城都の特徴 
第２項 「義城郡生活改善会」と女性起業活動 
第３項 「ガウルビッゴウン」の起業活動と農村女性の自立 
第４項 女性起業活動の課題 
まとめ 
終章 
 
 
３．考察結果 
（1）第 1章は、第二次大戦後の日本の民主主義体制下における生活改善運動を担った女性活
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動がいかなるものであったかについて考察するために、戦後の生活改善運動の基盤を形成し
たと考えられる江戸末期から明治期にかけての実学、1920 年代から第二次大戦戦中までの生
活改善運動、そして戦後日本の生活改善運動のモデルとなったアメリカの農村改良普及事業
について論じている。 
 戦後日本の生活改善運動における精神及び実践は、江戸末期から明治期にかけての実学の
考え方、第二次大戦前までの生活改善運動に基盤をおいていたのではないかという仮説に立
ち、このことを検証するために、本章では三本の柱（節）を立て、第１節では実学と戦前の
生活改善運動における普及啓蒙運動について論じている。著者は、実学と戦前の生活改善運
動の人脈とともに、そこにみられる共通の考え方について考察している。その結果、実学と
生活改善運動が、ともに「経世致用」「利用厚生」「家事求是」を重視し、実用的、合理的、
実践的、現実改革的な性格をもち、人々の豊かな生活の実現、貧困からの脱出などの共通し
た目標、学習、活動内容をもっていたこと、しかし、強い国家統制の下で国益が優先され農
村女性の自立につながることがなかったと論じた。しかし、両者に共通した理念、目標、学
習、活動内容は、戦後の生活改善運動が活発に展開される下地を形成したと、論拠を掲げて
論じている。 
 第２節では、このアメリカモデルの生活改善運動の原型を探ることによって、戦後日本の
生活改善運動について論じている。両者の柱になっていたのはともに政府による自主的、自
立的な農民、特に農業女性を育てる社会教育事業であり、農家の生活改善・向上をめざす農
村再建事業であった。両者はまた、農業・農村生活を専門とする生活改良普及員の支援によ
る農村女性の自主的な集団による活動からなっていた。両者の主な相違点は、アメリカにお
ける生活改善運動が生活改良普及員や農村女性だけでなく、高齢者や男女青少年などのボラ
ンテリア、都市生活者などを含んでいたのに対して、日本においては生活改良普及員と農村
女性によっていた。しかし、主体的な農村女性の育成を目的とし、それに成功していた点に
おいてアメリカのそれに劣ることはなかったと論じている。 
 第 3 節では、戦前・戦中の生活改善運動の目標であった豊かな生活の実現、貧困からの脱
出などを下敷きにして、またアメリカの農村改良普及事業をモデルに開始された、戦後の生
活改善運動について論じた。即ち、生活改善事業、活動内容などを中心に、労働力として位
置づけられ社会参加が極めて困難な運動初期から、女性の組織化、問題解決能力の向上や過
重な労働が強く意識された時期を通して、女性による起業活動などの社会的経済的自立が取
り上げられ実践される時期に至るまでを論じている。以上のように、本章では、三本の柱を
軸にユニークな視点から豊富な資料を駆使して論が組み立てられている。 
（2）第２章では、日本の第二次大戦後の民主主義体制下の生活改善運動について、生活改
善を期待した人々の生活論、農村女性の学習活動と女性指導者の養成、さらにその中の生活
改善グループの活動、千葉県長生地区の生活改善運動と農村女性の自立、の４本の柱を立て
論じている。 
 第１節では、生活改善の活動が生活論に依存するのではないか、という考えから、戦前か
ら戦後にわたり実学を下敷きに女性の生活改善に関する啓蒙活動を実践し、女性にとって経
済的な考え方が不可欠と主張した嘉悦孝子、生活改善事業を支援し、その基礎づくりに寄与
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した大森松代などの生活改善運動を担った人々の生活論を土台に、農村女性の自立と地位向
上が実現することなどについて論じた。 
 第 2 節では、教室もなく、また年齢を問わず修了期限のない社会教育の仕事、即ち、生活
改善の活動を担う女性指導者の養成を中心に論が進められている。戦後日本政府は、農村出
身者で農村・農家の生活に十分通じた女性指導者の役割を地方公務員である生活改良普及員
に担わせた。それは、農村の民主主義化、農業生活の水準向上、農村女性の生活の質の向上
などの実現のためであった。実践された学習は、共同作業とともに進められた協同学習であ
り、女性指導者、即ち、地方公務員である生活改良普及員による主体的な学習及び実践への、
エンパワーメントを伴う支援であったと著者は論じている。 
 第 3 節では、地域の農村女性によって組織された「生活改善グループ」育成と中核的役割
を担う生活改良普及員について論じた。「生活改善グループ」の育成は、協同性、社会性、自
立性をもつ農村女性の育成を目的に 1950 年に生活改善事業の一つとして出された農林省の
方針によっていた。生活改良普及員は、座談会の実施、仲間としての人間関係づくりなどの
中核的な役割を演じた。それによって仲間が集い、農村女性たちの家庭や地域社会における
発言力が増し、視野を拡大し、個人では乗り越えがたい課題に取り組むことができた。信頼
関係によって成り立つ人間関係を基にした協同作業、協同学習こそが自立への道であると具
体的に論じた。著者の考察は、教育における学習とその支援者及びそれらの原則的なあり方
を示すとともに、教育の原点を論じており、注目すべきである。 
 第 4 節は、「生活改善グループ」による学習や作業が、実際のグループにおいてどのように
進められたか、という課題に答えるべく、22 人の会員からなる「アグリライフ長生」の活動
を中心に論じたものである。「アグリライフ長生」が、協同学習、協同作業、会員同士の信頼
関係づくり、家庭、地域社会の問題や課題についての話し合い、それらを乗り越え、自立へ
向かったことにおいては他の「生活改善グループ」と共通している。「アグリライフ長生」は、
直売所を開くために、それぞれの構成員の例えば農産物加工の知識・技術などについて、会
全体のものにするために研修会を開いている。この研修会は、それぞれの構成員の家庭伝来
の考え方や加工の技術を公開し、製造・販売につなげようとするものであった。著者は、構
成員の互いの信頼関係なしでこのような学習会は成立しなかったと論じている。「アグリライ
フ長生」は、2004 年に生産者と消費者の交流の拠点「旬の里ねぎぼうず」を起業したのであ
る。ここにいたるまでに、会員の半数が夫との間に経済活動による所得について自分名義の
口座に入れるなどの「家族経営協定」を結んでいる。グループ活動から得た所得の名義は「自
分」となり、貯蓄額も増えた。これらは決して多くない金額であるが、自主的な学習がグル
ープの活動につながり、経済的な自立の基盤となり生活を変革する力になったと、著者は論
じている 
（3）第３章は、韓国の軍政下におけるセマウル運動について、朝鮮王朝後期において生活
改善の思想をもっていた実学の影響と、その直接的な契機となったと考えられる日本植民地
下の農村振興運動とのかかわりを、また 1970 年代軍事政権下におけるセマウル運動について、
3 つの節をたてて論じている。第 1 節では朝鮮王朝後期の「実学」は、統治理念である朱子
学の「礼俗の教化」の重視よりは現実認識、実用的な要求、現実的な問題への対応を重視し、
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民生の安定と民族の繁栄を目指したものであると指摘している。その実学が掲げる模範村建
設の理念と生活改善事業、営農改善事業、それらを基盤にする所得増加のための事業などは
セマウル運動下の女性指導者の推進目標や実践活動と共通していた。実学の影響は、日本占
領下で活動し理想村建設運動を唱えた安昌浩に代表される開化派を通してセマウル運動下の
女性の活動と学習に及んだと、著者は豊富な資料を掲げて論じた。 
 第 2 節は、日本占領下の朝鮮総督府によって展開された農村振興運動について、その目的、
施策、活動の実際、後のセマウル運動への影響などについて、「朝鮮金融組合」、同「婦人会」、
「婦人講習所」などを中心に論じている。「朝鮮金融組合婦人会」は、農家の経済再建と農村
振興を目的に 8日間（25 時間、7科目）の合宿研修（「農村婦人講習会」）をおこなったこと、
そこでは共同の規律的な生活によって支配になれ従う教育がおこなわれたこと、婦人講習生
の資格要件は「女子高等普通学校又はこれと同等以上と認定される学校」の卒業者となされ
るなどの厳しいものであること、について論じている。この講習会では、農村婦人であるが
識字問題を抱えず、日本語がよくでき、身分・教養のある女性を選び、女性を管理・統制す
るとともに、屋外労働、共同耕作、共同活動を進め村落内の指導体系の限界を補い円滑な指
導系統を確立しようとしたと、指摘している。 
 第 3 節では、植民地時代の農村振興運動の基本精神などと共通したものを多くもつ、1970
年代の軍事政権下及びそれ以降のセマウル運動について論じている。それは、国家政策の視
点、生活改善を含む農業経営の視点、そして生き方を含む自己啓発と言う、3 つの視点から
論じられている。セマウル運動は、国家政策の視点からみれば軍事政権の支配理念をセマウ
ル運動という農村再建活動によって具現化し、推進しようとした国家主導型運動であり、一
方生活改善を含む農業経営の視点からみれば農民の生活向上のための生産性の向上と農民の
生活態度の改善をめざす教育であった。また、生き方を含む自己啓発という視点からみれば
「勤勉」「自助」「協同」の精神に基づき国民自身が自己開発、自己発展をめざした生涯学習
の運動であったと著者は論じている。しかしながら、1970 年代の軍事クーデターに続く軍部
出身者による国政の下では、女性の社会的・経済的地位は認められず、十分な女性のための
政策がなされることはなかった。農村女性が社会参加し、自立と地位向上を求めて活動する
ことが可能となったのは、1980 年代に入ってからであったと論じた。 
（4）第４章では、農村女性の学習活動と自立について、女性組織の「セマウル婦女会」の
活動と学習に焦点をあてて論じている。その際、著者は第 1節で高凰京、金容基などの生活
改善活動、女性の主体性確立のための教育活動に言及している。それは、彼らが軍事政権に
よる農村再建運動であるセマウル運動に重要な働きをしたからである。例えば、キリスト教
の信者である金容基の生活改善運動、教育活動について、当時の朴大統領は「キリスト教の
臭いを除去したセマウル教育を行ってください」と農村近代化運動の推進を依頼した。大統
領は、金容基による「ガナアン農軍学校」における生活改善運動が経済成長を第一義とする
農村開発促進政策の範疇に入ると見なしていたからである。著者は、しかし、金容基は農民
のための農民の政府を望んでいたので、軍事独裁政権の支配イデオロギーとは相いれなかっ
たと論じている。 
 第 2 節では、農村女性の活動と学習について、軍事独裁政権の婦女政策を中心に論じた。
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この婦女政策は、国家再建のための優先課題として、女性の地位、資質向上を図りながら、
なお、女性を独裁政権維持と近代化の促進のための道具立てとして活用しようとした。1972
年に設立された「水原セマウル指導者研修院」の教育のうち、地域共通課題に向き合う女性
セマウル指導者育成のために設けられた「分任討議」と「成功事例発表」については、これ
らが女性たちの意見交換の場であり、人間関係を深め互いに助け合う精神を育み協力するこ
との大切さを知る機会を作った。しかしながら著者は、軍事政権の意図は、女性を保護・支
援の対象から、統制・動員すべき労働力と位置付けていたと論じている。 
 第 3 節の目的は、軍事政権の基盤確立と体制維持のために発足した国家的戦略事業であっ
たセマウル運動の本来の姿をより透明化しようとするものであった。主要な目的は、農民の
不満を和らげ確固とした軍事政権への支持を獲得することであった。そのための一翼を担い、
地域社会で活動していた「セマウル婦女会」（1973 年創立）について、その実際の活動内容
を中心に考察した。 
 「セマウル婦女会」は、農業協同組合中央会（1958 年創立）によって管轄組織されていた
既存の４つの女性組織である生活改善倶楽部、婦女教室、家族計画母親会、セマウル婦女会
が 1977 年に統廃合されてつくられた組織である。活動内容は、意識の啓蒙、家族計画、生活
改善、貯蓄の 4本の柱からなっていた。このうち意識の啓蒙について述べれば、このころの
会員女性の状態は将来が見えず精神的にも物理的にもおいつめられ、自暴自棄の状態にさえ
みえた。その状態について著者は、記録を掲げて「会合に出てきた会員たちは持っている食
べ物、飲み物はすべて食べ飲もうとしていた」と表現している。このような状態は多くの男
性にもみられ、博打が大変流行していた。村開発委員会の青年会員とともに博打の現場を訪
ね、村人ひとりひとりを説得し止めることを可能にしたのは、当初は婦女指導者であったが、
後には会員たちで、ついには村人たちも加わったのであった。意識の啓蒙は、怠惰な生き方
の修正や博打の禁止にまで及んでいたのである。その他家族計画については、軍事政権の政
策課題として産児制限、人口抑制、農繁期託児、農業労働力確保と活用などがあった。著者
は、これらによって男性への依存から脱するだけでなく、個人的集団的な意思決定を基に自
立するようになったと評価している。さらに、自立を可能とするために、婦女会の指導者が
強調した協働と団結、貯蓄、虚栄と奢侈の根絶は大きな意味をもっていたのではないかと論
じている。協働と団結は互いの信頼を高め自立への道を確固たるものとし、そして貯蓄は貧
困からの脱出と経済的な自立への道を、虚栄と奢侈の根絶は実質的な生活への道を開くもの
であったと論じている。 
 第４節では、慶尚北道義城郡の農村女性たちによる生活改善活動グループ「ガウルビッゴ
ウン」の活動に関して考察している。「ガウルビッゴウン」は、義城郡の 15 の農村女性の生
活改善活動グループのひとつである。このグループは 1958 年に設立された「義城郡生活改善
会」に属し、官製組織でありながら結束力が強く極めて実践的な特徴をもっていた。但し、
自主性に関しては特に軍政時代には政治的自由はなく限定的であった。この会は、基本的に
は個人個人の起業を支援することを目的としていたが、仲間意識を育て、人間関係をつくる
ことを目的の一つとしていたから、一人の会員の起業に支障がでたときは会員が力を合わせ
てそれをのりこえたのである。実際の事業は、軍事政権の前後を通して農家生活の改善と元
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気ある地域づくりに集約されていた。「義城郡生活改善会」もセマウル婦女会の全国組織に統
合されていたことから、この会員の一部によって組織された「ガウルビッゴウン」は、農村
女性による起業活動を女性の経済的自立と地域経済の活性化につなげることに重点を置いた。
「ガウルビッゴウン」は、女性が自主的に経営活動に参画し現金収入を確保することによっ
て経済的・社会的な能力の向上と自立を可能とする機能を果たしたと著者は論じた。しかし、
同時に、セマウル運動を受け継いだ女性起業活動は、所得の向上・経済的自立を重視するあ
まり、食事・家事、農作業（自給率向上）などの重要性を見過ごし、生産・消費、日常生活
という視点からみて十分に自立の状態に達したとは言えない部分があったと論評している。 
（5）終章 
 終章では、日本の生活改善運動及び韓国のセマウル運動下の生活改善運動、双方における
女性たちの小集団活動、達成された起業とその経過、活動、その内容などについて、女性の
自立という視点から比較し、その獲得に必要な作業、学習などについてまとめるべく論を展
開している。 
 日本の生活改善運動、韓国のセマウル運動下の双方において女性の自立、なかでも経済的
自立を可能にしたのは、実生活を重視し、仲間としての信頼関係を基にした人間関係、それ
を前提とした協同学習、問題解決学習、優れた指導者の存在であることを指摘している。そ
して、もしも協同学習や問題解決学習、優れた指導者の存在などが揃えば、軍事政権のよう
な厳しい支配体制の下でも自立が実現する可能性があることを論じた。必然ではないのであ
る。韓国軍事政権下のセマウル運動における女性の自立は軍事政権にとって意図せざる結果
であった可能性が高いとも論じているのである。加えて、セマウル婦女会によって獲得され
た自立は、活動に積極的に参加する女性たちによって次第に自主性を帯び、協同で課題に取
り組んだことによるものであった。従って、韓国のセマウル運動下における自立は、家事な
どの日常生活にかかわる事柄が軽視されるとともに、一部の女性の間では農作業なども軽視
されたことから、起業活動による経済的自立を除いては、政治的自由を基盤とする市民的自
立や基本的な自立をさえ欠いており、農村女性の自立という視点からみれば十分なものとは
言えない部分が見られると論評している。 
 本章の概略を述べれば、「アグリライフ長生」と「ガウルビッゴウン」に共通することは、
農村女性の自立、特に起業活動を中心とする自立の実現、それを可能にした互いの信頼関係
に基盤をおく協同作業、協同学習、活動を支援し中核的な役割を演じた女性指導者（生活改
善普及員、セマウル運動婦女指導者）の存在、小集団活動などであるとし、そこから教育の
原点を論じている。また、女性の自立を可能にするために必要な活動、学習、支援者などの
在り方を明らかにしたが、このことは社会教育の実践に大きな意義をもっている。自立のた
めの活動についての考察は、活動の支援者、活動の内容・方法、学習の在り方などを浮き彫
りにするからである。著者は、本論文により、女性の自立の解明とともにそのための活動、
学習の内容・方法、それらを実現する社会教育専門職員、学校教育職員などの解明に役立っ
たと論評している。 
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４．総評 
 本論文は、日本の民主主義政権下の生活改善運動と韓国軍事政権下の生活改善運動を比
較・考察し、それによって女性の自立及びそれに必要な活動と学習の研究に迫ろうという、
ユニークな視点をもつ研究である。テーマは一見冒険的ではあるが、十分な先行研究を踏ま
えて緻密に設定されたものと言える。本論文では、聞き取りを含む現地調査を日韓で行い、
また論証に必要十分な資料を収集し、両国の女性の自立とそれを可能にした生活改善の活動
と学習について比較分析し、課題を実証的に究明することに成功している。それに加えて、
両運動の考察を通して実学を源流とする実用を重んじ、かつ科学的に思考することこそが人
間の成長発達の基であることを示したことは、教育の原点を示すものであり、重要な提言と
言える。生活改善についての考察は、人間が生涯にわたって経験する政治・経済・文化の変
容を大きな視座から捉えるものとなっている。女性が経験する社会体制における諸問題を実
生活の場から再考する論点は重要である。 
 また、農村女性の自立を可能にするために必要な活動、学習、支援者などの在り方を明ら
かにしたが、このことは社会教育の実践に大きな意義をもっている。本研究は、自立のため
の活動について考察し、活動の支援者、活動の内容・方法、学習の在り方などを浮き彫りに
している。本研究を通して著者は、女性の自立の解明とともに自立に向けての地域社会にお
ける活動、学習の内容・方法、それらを実現する社会教育専門職員、学校職員などが果たす
役割の解明に大きく貢献したと言える。さらには、女性の日常生活の多様性を把握するため
に社会教育の観点を加えたことにより、教育をも多面的に捉えることに成功している。 
 研究領域の面から評価すると、これまで農林行政にかかわることは、縦割り行政の影響が
あるためか、教育学研究の対象となりにくく、この分野の社会教育学からの先行研究が少な
いが、こうした状況の下で本論文は大きな研究業績を形作ったと言える。社会教育学という
学知が日本国内だけではなく国境を越え韓国社会の歴史・文化・経済の各領域に適用された
ことによって、これまでにない論点を提示することができている。 
 著者は漢字を使えなくなった世代に属するが、漢字を含めた日本語を流暢に駆使し、論理
の展開も緻密である。さらに、本研究は歴史研究の基本である実証性を十分に備え、学術性
の高い論文となっている。韓国の教育政策によって一時は喪失しかかっていた「漢字文化」
を学習し、日韓両国での研究を進めた著者の努力は高く評価されて良いだろう。この点は、
社会教育学だけではなく多文化共生の社会像を検討する時にも大切な視座となる。 
 しかし、部分的に著者の意図が伝わらない箇所があった。特に助詞の使い方に難点があっ
た。また、日本の農林行政についての資料及び調査が必ずしも十分とは言えないところがあ
った。これらについては今後修正・補填が必要と考えられるが、いずれも本論文の価値を損
なう程のものではない。 
 以上、総合して判断した結果、審査員一同一致して本論文が「博士（教育学）」の学位に十
分に値するものであるという結論に達したので、ここに報告する次第である。 
